
第２章 計画の基本的な考え方 

33 

 

 

 

第２ 章 計画の基本的な考え方  

 

２．１ 目的 

２．２ 目標 

２．３ 基本方針 

２．４ 計画期間 

２．５ 対象施設 

 

 

 

 

章番号 概要 

第１章 

（現状と課題及び解決策） 

第２期計画期間における実績を踏まえた現状と今後の

課題及び解決策を整理する。 

第２章 

（目的、目標、基本方針） 

本計画の目的、目標及び基本方針を整理するとともに、 

計画期間と対象施設を示す。 

第３章 

（事業計画立案の考え方） 

事業計画立案の方針に基づく、公共建築物の竣工から 

再整備までの基本的な改修等の考え方を示す。 

第４章 

（事業計画） 

具体的な各施設の事業計画（ロードマップ）を示す。 

第５章 

（実行性の確保策） 

本計画の実行性を確保するために求められることや、 

今後取り組んでいく内容について示す。 
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第２章 計画の基本的な考え方 

 

この章では、第１章で触れた再生計画の位置付け、これまでの経過、今後の課題、そ

の解決の方向性を踏まえ、再生計画の基本的な考え方について触れています。 

目的 

目標 

基本方針 

 

目的（最終的に成し遂げようとする事柄）  

人口減少社会の中で持続可能な都市経営を実現し、 

将来世代に過度な負担を先送りしないよう、 

時代の変化に対応した公共サービスを継続的に提供する。 

目標（目的を達成するための指標）  

１．公共建築物を適正に管理すること。 

２．公共建築物の床面積の削減や長寿命化改修を推進することで

ライフサイクルコストの低減を図り、老朽化対策に必要な事業費

を２０％※圧縮する。 

※ 今後の環境変化に応じて適宜見直しを実施  

基本方針（目的を達成するための考え方や姿勢／目標を実現するための手段） 

≪基本方針１≫ 複合化・多機能化の推進と保有総量の圧縮 

≪基本方針２≫ 長寿命化の推進と適正な質の確保 

≪基本方針３≫ 資産の有効活用と財源の確保  

  

計画期間 令和８（２０２６）年度 ～ 令和２３（２０４１）年度 ≪１６年間≫ 

・第３期計画期間 ： 令和８（２０２６）～令和１５（２０３３）年度 ≪８年間≫ 

・第４期計画期間 ： 令和１６（２０３４）～令和２３（２０４１）年度 ≪８年間≫ 

※「長期計画」及び「公共施設等総合管理計画」に合わせた期間として設定 

 

対象施設 令和７（２０２５）年３月３１日時点 

・施設数       ： １１６ 

・延床面積合計 ： 約３６．８万㎡ 
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 目的  

目的とは「最終的に成し遂げようとする事柄」のことです。 

それぞれの時代に合わせて再生計画の見直しなどは行っているものの、公共建築物の

再生の取り組みを始めた当時から、その本質は変わっていないことから、これまでの計画

を承継したものとします。 

ただし、本格的な人口減少及び少子高齢化社会を迎えた現在においては、これまで

以上に施設の適正な機能の確保、配置および効率的な管理運営の実現が必要となっ

ていることから、文言の整理を行っています。 

 
 

目的におけるキーワードを整理すると以下の様になります。この目的を達成するため、

次頁以降で目標及び基本方針を定めていきます。 

人口減少社会の中で持続可能な都市経営を実現する 

 公共建築物の再生の取り組みは中長期的なものであるため、将来にわたっ

て安定的な行財政運営をできるようにする。 

将来世代に過度な負担を先送りしない 

 人口規模に合っていない施設の総量を維持し続けた結果、将来施設を利

用する市民の負担が過度にならない様にするため、公共建築物の再生の取り

組みを先送りしない。 

時代の変化に対応した公共サービスを継続的に提供する 

 人口減少、少子高齢化などの社会環境やニーズの変化に加え、法律等の

制度改正に対応した公共サービスの提供が必要。 

  

【目的】 

人口減少社会の中で持続可能な都市経営を実現し、 

将来世代に過度な負担を先送りしないよう、 

時代の変化に対応した公共サービスを継続的に提供する。 
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 目標  

目標とは、「目的を達成するための指標」のことを言います。 

目的のキーワードに対して指標を定めると、以下の様になります。 

目的のキーワード キーワードを実現する指標 

持続可能な都市経営を実現する 現存する公共建築物を適正に管理する 

将来世代に過度な負担を先送り

しない 

老朽化対策に必要な事業費を圧縮する 

（床面積の削減、ライフサイクルコストの低減

など） 

時代の変化に対応した 

公共サービスを継続的に提供する 

提供する公共サービスに適する公共建築物と

なるようにする 

 

これらをまとめると、大きく２つのポイントに分かれます。 

公共サービスを提供するための「器」である公共建築物を適正なものにすること。 

 ・現在ある器を適正に管理する 

・時代の変化に対応した公共サービスを継続的に提供できる器とする 

老朽化対策に必要な事業費を圧縮すること。 

 ・床面積を削減する 

・ライフサイクルコストを低減する 

（事後保全から予防保全とするファシリティ・マネジメントの考え方） 

 

以上のことから、本計画の目標を以下のように設定しました。 

  

【目標】 

１． 公共建築物を適正に管理すること。 

２． 公共建築物の床面積の削減や長寿命化改修を推進することでライフサイ

クルコストの低減を図り、老朽化対策に必要な事業費を 20％圧縮する。 

【割合については、今後の環境変化に応じて、適宜見直しを行います。】 
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 基本方針  

「方針」とは、一般的には「目的を達成するための考え方や姿勢」を示すものですが、

本計画においては、「目標を実現するための手段」を含めた意味で「基本方針」として整

理します。 

理由としては、従前の計画における「目標を達成するための３つの手段」（総量圧縮、

財源確保、長寿命化）が、実質的に「目標を実現するための７つの基本方針」を総括し

たものとして位置付けられていることから、目的及び目標との関連性をわかりやすくする

ために整理しなおしています。 

なお、計画期間における取り組みの重要度を踏まえた見直しも併せて行いました。 

目的を実現するための考え方、姿勢 

 目的のキーワードを実現するための考え方、姿勢を整理すると以下のとおりです。 

目的のキーワード キーワードを実現する考え方、姿勢 

持続可能な都市経営を 

実現する 

・新築、改修する際は、その時点だけでなく、８０年から

１００年先までの費用負担を考える必要がある。※ 

・費用負担を考える際には、人口減少社会の中で負

担をすることとなる将来の世代への配慮や、その時

の市の財政状況への影響も考慮する。 

将来世代に過度な負担を 

先送りしない 

時代の変化に対応した 

公共サービスを継続的に 

提供する 

・人口規模に合った公共建築物となるよう、総量圧縮

による適正化を推進する。 

・総量圧縮のためには、今後の人口動態や市民ニー

ズを勘案し、いつまで、どの程度の機能と器が必要

であるかという検討の期間が必要となる。 

・検討している期間においても施設の老朽化は進行

し、社会環境も変化していくため、安全性の確保を

前提に長寿命化を推進することで、公共建築物のラ

イフサイクルコストの低減を図ることも重要。 

・環境負荷の軽減やバリアフリー化、ユニバーサルデ

ザイン化などの社会環境の変化を取り入れる。 

※公共建築物の維持管理費や解体費は、一般的に建設費の３～５倍程度といわれています。 



第２章 計画の基本的な考え方 

38 

目標を実現するための手段 

 目標を実現するための手段を整理すると以下のとおりです。 

目標のポイント 実現のための手段 

「器」を適正 

に管理する 

現在ある「器」を管理する ・計画的な維持保全による安全性の確保 

・法定点検等の着実な実施 

時代に合う「器」にする ・複合化、多機能化 

・バリアフリー化、耐震化などの質的向上 

・災害時の拠点機能の強化 

事業費を 

圧縮する 

床面積を削減する ・複合化や多機能化による総量の圧縮 

ライフサイクルコストを 

低減する 

・予防保全の実施 

・長寿命化の推進 

 

また、目標には直接掲げていませんが、目的達成のためには財源の確保も必要不

可欠であり、この点も考慮しなければなりません。 

目標に付随するもの 実現のための手段 

財源の確保 未利用地の有効活用 ・売却、貸付の実施 

・将来への備えとして基金積み立てを実施 

・民間活力の導入 

  

 

上記の考え方、姿勢、手段を踏まえ、本計画を実現可能なものとするための取り組み

の重要度を考慮した結果、次頁以降のように、３つの大きな区分のもとに７つの細目とし

て整理しました。 
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（１） ≪基本方針１≫ 複合化・多機能化の推進と保有総量の圧縮  

 

 
 

目標に掲げた「公共建築物を適正に管理する」ということは、「現在ある器を単純

に管理する」ということだけでなく、「時代の変化に対応した公共サービスを継続的に

提供するための適正な器となるように管理していく」という意味も含んでいます。 

このことに加え、人口減少や少子高齢化社会の中で適正な規模の施設を維持する

ためには、総量圧縮は避けては通れません。 

 

基本方針１－１ 

・施設重視から機能優先の考え方により、公共建築物の複合化・多機能化を積

極的に推進します。 

・公共建築物が竣工から一定期間経過した段階で、存続、廃止などの今後の方

向性に関する検討を行います。 

 

総量圧縮を実現するためには、「○○という公共サービスを維持するにはどうすれ

ば良いのか。」という機能優先の考え方だけでなく、「そもそも○○という公共サービ

スは今後も必要な機能なのか、必要な場合はどの程度の規模が適切なのか。」とい

う視点も重要になります。 

そのため、公共建築物が竣工から一定期間経過した段階で、機能と施設の必要

性を検討することとします。 

機能が必要でないと判断した場合は、建替えは行わず廃止し、機能が必要であ

った場合でも、規模の見直しをし、周辺施設との集約化や余裕スペースの活用など

により総量圧縮を目指します。 

  

【基本方針１】 

複合化・多機能化の推進と保有総量の圧縮 
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基本方針１－２ 

・適正な機能をできる限り維持し、総量を圧縮することにより、公共建築物の更新

等経費を削減します。 

 

多機能化・複合化による総量圧縮を実施することで、適正な機能は維持しつつ、

更新等経費を削減することを目指します。 

また、施設を更新する際には、合理的かつ経済的なものとし、加えてリノベーション、

スケルトンインフィルやコンバージョンの考えを取り入れていきます。 

 

基本方針１－３ 

・人口動態、市民ニーズなどを勘案して、公共建築物の更新の優先順位付けを

行います。 

・優先順位は公共建築物につけるのではなく、機能に順位付けを行います。 

 

第１章でも述べたように、現状のままでは事業の実施が困難であることから、実

現可能なものとするためには、人口推計や市民ニーズ調査の結果などのデータを

基に、更新の優先順位をつけることが必要になります。 

ここで重要なことは、「優先順位は建物ではなく機能に対するものである」という

ことです。  
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（２） ≪基本方針２≫ 長寿命化の推進と適正な質の確保  

 

 
 

基本方針１における機能優先の考え方に基づいた総量圧縮を実現するためには一

定の期間が必要ですが、その間も施設の劣化の進行や、社会環境の変化が生じてい

きます。 

そのため、予防保全や長寿命化などにより今ある公共施設を適正に管理し続ける

ことや、時代の変化に対応した施設となるように質や機能の向上も行っていく必要が

あります。 

 

基本方針２－１ 

・環境負荷低減のため、脱炭素化の取り組みとして計画的な維持保全を実施す

ることにより、公共建築物の長寿命化を推進します。 

・予防保全を実施することにより公共建築物のライフサイクルコストを低減します。 

・法定点検等を着実に実施し、安全性の確保が困難な状況が確認された際に

は、計画の見直しを速やかに検討します。 

・防水、外壁、設備等の耐用年数が異なるものについて、適切な時期に予防保全

を実施することができるように計画に位置付けます。 

 

必要な公共サービスの提供と施設の安全性の確保が大前提となりますが、長寿

命化は建替えに比べて CO２排出量及び事業費が抑制できることに加え、「使えるも

のはより長く使う」という考えにも合致しており、環境負荷低減のための脱炭素化の

取り組みとして、計画的な維持保全を実施することにより長寿命化を推進するととも

に、ライフサイクルコストを低減します。 

また、施設の安全性を確保するため、公共建築物の劣化状況の調査や法定点

検等を着実に実施し、その結果に応じて速やかに計画を見直すとともに、予防保全

の観点から、防水、外壁、設備等といった１つの公共建築物の中でも改修時期の目

安が他と異なる部位については、一定期間に実施する公共建築物全体の改修とは

別に、部位修繕の実施を計画に位置付けます。  

【基本方針２】 

長寿命化の推進と適正な質の確保 
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基本方針２－２ 

・バリアフリー化、耐震化、ユニバーサルデザイン化を推進するとともに、効率的運

営などによる公共建築物の適正な質の確保を図ります。 

 

施設を更新する際には、バリアフリー化、耐震化、ユニバーサルデザイン化及び脱

炭素化の推進といったハード面だけでなく、運営形態を効率化するなどソフト面でも

機能の適正な質の確保を図っていきます。 

 

基本方針２－３ 

・災害時における避難所としての機能を強化・維持します。 

 

災害時における公共施設等の役割を果たすため、防災、災害対策の拠点として

の機能を強化・維持していきます。 
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（３） ≪基本方針３≫ 資産の有効活用と財源の確保  

 

 
 

事業実施のためには、基本方針１及び２に掲げた施設そのものに対する取り組みに

加え、市が所有している資産の有効活用や財源の確保も併せて実施していくことも重

要です。 

 

基本方針３－１ 

・機能統合などにより発生した未利用地については、原則売却・貸付などによる有

効活用を実施し、老朽化対策の財源として公共施設等再生整備基金に積み立

てます。 

・老朽化対策の財源確保策として、民間活力の活用を推進します。 

 

機能統合により発生した未利用地は、原則売却や貸付を行い、更新財源の一部

として財源化し、後年度の再生整備のために基金に積み立てます。 

その際、まちづくりの観点からも、地域が便利になり、エリアの価値を高める利用

の仕方を十分に検討し、できるだけ民間活力の導入に取り組み、有効活用していき

ます。 

また、受益者負担の観点からの使用料の見直しや、人口減少、少子化などにより

発生する余裕スペースの有効活用による財源確保を図ります。 

  

【基本方針３】 

資産の有効活用と財源の確保 
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 計画期間  

上位計画である「長期計画」及び「公共施設等総合管理計画」と整合を図り、本計

画では以下のとおり第３期及び第４期を合わせた期間を計画期間として定めます。 

 
 

なお、本計画と「長期計画」及び「公共施設等総合管理」の計画期間に関する関係

は、図表２-１のとおりです。 

図表２-１ 各計画における計画期間の関係  

 

ポイント 

・ 第２次公共建築物再生計画においては、第３期及び第４期計画期間を６年ごととして

いましたが、令和８（2026）年度を始期とする長期計画の計画期間に合わせて、本計

画における第３期及び第４期計画期間は８年ごととします。 

・ 社会環境の変化や事業実施状況などを考慮し、各計画期間の中間年度に事業計画

の見直しを行います。  

【計画期間】 

令和 8（2026）年度 ～ 令和 23（2041）年度 ≪１６年間≫ 

・第３期計画期間 ： 令和８（2026）年度 ～ 令和１５（2033）年度 ≪８年間≫ 

・第４期計画期間 ： 令和１６（2034）年度 ～ 令和２３（2041）年度 ≪８年間≫ 
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 対象施設  

本計画の対象施設は、図表２-２のとおり令和７（202５）年３月３１日現在で、１１６施

設、総床面積は、約３６.８万㎡となっています（除却予定施設については該当なし）。 

なお、対象施設には含んでいませんが、図表２-２に記載の施設とは別に、小規模な公

共建築物もあります。 

図表２-２ 対象施設一覧（令和７（２０２５）年３月３１日現在）  
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【補足】 

児童会施設については、棟として独立しているもののみ記載しており、小学校の校舎

や幼稚園の園舎に併設されているものはそれぞれの施設の延床面積に含んでいる。 
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